
川崎市局･区役所間事業提案等の調整に関する要綱 

制定 平成11年10月１日 

最近改正 平成28年４月１日（平成28年４月１日施行） 

（目的） 

第１条 この要綱は、川崎市区における総合行政の推進に関する規則（平成18年規則第29号｡

以下「規則」という。）第11条の規定に基づき、区長又は局長等（規則第２条第２項に規定す

る局長等をいう。以下同じ。）から要請される事務事業の実施の提案等に係る調整の方法を

定めることを目的とする。 

（事業提案） 

第２条 区長又は局長等は、規則第10条に規定する事項のうち、重要な施策等に係る

提案等について、前条の規定による調整を要請する場合、事前に当該事務事業の概

要をまとめた資料を総務企画局長宛てに提出しなければならない。 

２ 区長又は局長等は、規則第10条に規定する事項のうち、前項によらない提案等に

ついて、前条の規定による調整を要請する場合、事前に当該事務事業の概要をまと

めた資料を市民文化局長宛てに提出しなければならない。 

（総務企画局長による調整） 

第３条 総務企画局長は、前条第１項の提出があった場合、規則第11条に基づく調整

を行うものとする。 

２ 総務企画局長は、前項の調整を行う場合、必要に応じて規則第12条に規定する区

課題調整会議に付議するものとする。 

３ 区課題調整会議に付議する場合の手続は、「川崎市区課題調整会議要綱」の定め

るところによる。 

４ 総務企画局長は、調整の結果を区長及び事業提案局長等に通知するものとする。 

（市民文化局長による調整） 

第４条 市民文化局長は、第２条第２項の提出があった場合、規則第11条に基づく調

整を行うものとする。 

２ 市民文化局長は、前項の調整を行う場合、必要に応じて別に規定する副区長会議

に付議するものとする。この場合、事業提案局長等は「区役所への事業提案書」（別

紙様式１）を作成し、市民文化局長に提出するものとする。 

３ 市民文化局長は、調整の結果を区長及び事業提案局長等に通知するものとする。 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、総務企画局長と協議の上、市

民文化局長が定める。 



附 則 

この要綱は、平成11年10月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成18年５月31日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 



様式１

（宛て先）市民文化局長

１　事業名称

２　所管局部署

３　対象とする区及び
　　課かい

４　目的及び概要等

５　分類及び事務の範囲

６　提案内容

７　予算

８　提案局の体制

９　関係機関との協議

１０　備考

□単年度　　　　□その他
　《期間》平成　　年　　月　　日～　平成　　年　　月　　日

《内容》

《事務量》
□人員 　　　　　人　　　　　□時間 　　　　　時間　　　　　□件数 　　　　　　件

　　　　　　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　　　　　　円

□総予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□区への令達額

　　　　　　部　　　　　　　課　　　　　　　係　　担当　　　　　　　　℡

□全区　　□特定区　（川崎・幸・中原・高津・宮前・多摩・麻生）
　《課かい名》　　　　　　　部　　　　　　課

《目的》

《内訳・その他》

《概要》

□新規　□継続　□廃止　□見直し　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□事務の全部　　　　□事務の一部

　　　　　　　　　　　　　　　　　局長

文　書　番　号
平成　年　月　日

「川崎市局・区役所間事業提案等の調整に関する要綱」に基づく区役所への事業提案書

　川崎市局区役所間事業提案等の調査に関する要綱第４条に基づいて、次により事業提案します。


